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子育て世代に住みやすく
高齢者も元気なまちに

なるといいね

快適な都市環境と
自然が調和するまち
快適な都市環境と
自然が調和するまち

人権が尊重され、
誰もがいきいきと
過ごせるまち

人権が尊重され、
誰もがいきいきと
過ごせるまち

の名古屋ってどんなまち？の名古屋ってどんなまち？

名古屋ならではの
まちづくりだね！
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災害が起こった時に
は

みんなで助け合える

ようになるといいね

リニア中央新幹線ができて
この圏域がさらに発展を
続けていけるといいね

名古屋市では今後、人口の減少や、リニア中央新幹線の開業など、
時代の大きな転換点を迎えます。また、高齢者の増加や、
南海トラフ巨大地震への対応など、大きな課題に直面しています。
こうした情勢のもと、長期的な展望をもって市政を運営していくため総合計画を策定します。

魅力と活力に
あふれるまち
魅力と活力に
あふれるまち

災害に強く
安全に暮らせるまち
災害に強く

安全に暮らせるまち

次ページから名古屋市総合計画２０１８（案）の概要をお示しします 2



名古屋市総合計画２０１８について

毎年度の予算

計画体系図計画体系図
基本
構想

長期的展望に立った
まちづくり

年度の予

都市像の実現に向けた施策・事業

本計画 個
別
計
画

25年
（2013年）

平成
39年
（2027年）

平成
40年
（2028年）

平成
38年
（2026年）

平成
37年
（2025年）

平成
36年
（2024年）

平成
35年
（2023年）

平成
34年
（2022年）

平成
33年
（2021年）

平成
32年
（2020年）

平成
31年
（2019年）

平成
30年
（2018年）

平成
29年
（2017年）

平成
28年
（2016年）

平成
27年
（2015年）

平成
26年
（2014年）

平成

長期的展望に立ったまちづくり　・・・15 年先の将来を見据えたまちづくりの方針など

都市像の実現に
向けた施策・事業

計画の位置づけ

長期的展望に立ったまちづくり

まちづくりの方針

重点戦略

めざす都市の姿

市政運営の取り組み

名古屋大都市圏の成長と新たな
大都市制度のあり方

P6

P15～16

P7～9

P6～16

計画の構成

人口と世帯数の
見通し

本市を取り巻く
潮流

重点課題

名古屋を
取り巻く
状況 P4～5

計画期間

●「世界のナゴヤ、本物ナゴヤ、ぬくとい市民」 の実現を
　めざして、名古屋市基本構想のもと、多様化 ・複雑化
　する市政の課題に的確に対応し、市民ニーズに応えて
　いくため、長期的展望に立ったまちづくりを明確化する
　ものです。
●本計画をふまえ、毎年度の予算を編成します。
●本計画の期間は、平成26（2014）年度から
　平成30（2018）年度までの5年間です。

P10～12

取り組む施策・
事業

計画の進行管理

都市像の実現
に向けた施策・
事業 P17～33

施策・事業数

計画事業費

東京オリンピック・
パラリンピック開催（平成32年）

本市人口が減少局面に
入ると推計（平成29年）

団塊の世代が
後期高齢者に（平成34年）

リニア中央新幹線
開業予定（平成39年）

P13～14
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名古屋を取り巻く状況

名古屋に住む人も

名古屋で働く人も

だんだん減って

いくんだね

名古屋に住む人も

名古屋で働く人も

だんだん減って

いくんだね

一人暮らしの
お年寄りは

増えていくらしいよ

一人暮らしの
お年寄りは

増えていくらしいよ

人口と世帯数の見通し

本市を取り巻く潮流

常住人口

●平成25年10月1日現在、227万1,380人
●死亡数の増加、出生数の減少による自然減の傾向は今後も続くと予測
●他地域から本市への社会移動は、転入超過が続くと想定
●常住人口は平成29年頃には減少に転じると推計

世帯数

●平成25年10月1日現在、103万4,154世帯、1世帯当たり人員は、2.20人
●高齢単身世帯が大幅に増加すると予測され、1世帯当たり人員は今後も減少傾向が続くと推計

昼間人口

●平成22年10月1日現在、256万9,376人
●国全体の人口減少傾向もあり、平成32年頃までには減少に転じると推計

少子化・高齢化
●出生数の減少などによる人口減少
●高齢者人口の大幅な増加
●生産年齢人口の減少

災害に対する不安の高まり
●南海トラフ巨大地震への不安
●豪雨災害への不安

公共施設の老朽化
●高度経済成長期に建設された
　多くの公共施設が一斉に老朽化

行政課題の広域化・多様化
●広域で取り組むべき行政課題が顕在化
●地方分権の進展による自治体の役割の拡大
●新たな担い手が公的役割を果たす機会の増加

グローバル化の進展
●人・物・資金・情報の移動の拡大
●企業の海外進出や多国籍化
●国境を越えた都市間競争

環境問題の多様化
●環境の持続可能性への懸念
●都市化の進展による環境への影響
●省エネルギーや再生可能エネルギーの重要性の高まり

リニア中央新幹線の開業
●東京ー名古屋間が40分
●首都圏とのつながりが深まる期待感
●ストロー現象の懸念

価値観・ライフスタイルの多様化
●高齢単身世帯の増加
●人と人とのつながりの希薄化
●コミュニティ機能の低下
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特に大きな影響が
あると考えられる
課題です

重点課題

人口減少社会における
人口構造の変化への対応

●生産年齢人口の減少による経済活力の低下
●医療・福祉サービスの需要の増加による支え手の負担増
●支援を必要とする人を地域・社会で支える必要性の高まり

南海トラフ巨大地震への対応
●多方面に長期的な人的・物的・経済的被害
●交通インフラへの被害は日本全域に影響
●津波や液状化の発生

リニア中央新幹線の開業等への対応
●首都圏へのストロー現象の懸念
●国際的な競争力の強化
●リニア中央新幹線開業や東京オリンピック・パラリンピックを
　活かした圏域の発展 ⓒCentral Japan Railway Company. All rights reserved.
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